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ウ
ク
ラ
イ

ナ
侵
攻
に
続

き
、
ガ
ザ
地

区
へ
の
攻
撃

が

始

ま

っ

た
。今
、こ
の

瞬
間
も
命
が
奪
わ
れ
る
現
状
に
憤

り
を
感
じ
る
。
何
故
戦
争
が
無
く

な
ら
な
い
の
か
！
▼
今
年
６
月
、

防
衛
産
業
基
盤
強
化
法
が
可
決
し

た
。
防
衛
（

軍
需
）
産
業
を
育

成
す
る
た
め
に
、
自
衛
隊
に
不
可

欠
な
装
備
品
を
作
る
企
業
と
認
定

さ
れ
れ
ば
、
効
率
化
や
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
に
係
る
経
費
を
国
が
負
担

し
、
助
成
金
や
資
金
の
貸
付
も
行

う
。
さ
ら
に
経
営
が
行
き
詰
ま
っ

た
時
に
は
国
有
化
す
る
事
も
決
ま

っ
た
▼
政
府
は
「
自
衛
隊
は
自
衛

の
た
め
の
必
要
最
小
限
度
の
実
力

で
あ
り
憲
法
違
反
で
は
な
い
」
と

い
う
理
由
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
１
％
以
内
と

抑
制
し
て
い
た
防
衛
費
を
２
％
へ

引
き
上
げ
、
今
年
度
か
ら
５
年
間

で
43
兆
円
と
し
た
が
、
既
に
計
画

か
ら
８
千
億
円
を
超
え
る
見
込
み

だ
と
い
う
。
43
兆
円
も
の
金
で
国

内
の
軍
需
産
業
が
強
化
さ
れ
「
死

の
商
人
」
へ
と
な
っ
て
い
く
。
こ

の
よ
う
に
戦
争
で
利
権
を
貪
る
者

た
ち
が
い
る
こ
と
を
忘
れ
て
は
な

ら
な
い
▼
今
年
、
第
一
子
が
誕
生

し
た
。
子
供
を
抱
き
な
が
ら
、
戦

争
に
よ
り
子
供
が
犠
牲
と
な
る
ニ

ュ
ー
ス
を
見
て
胸
が
苦
し
く
な
っ

た
。
子
供
た
ち
に
戦
争
の
な
い
社

会
を
渡
す
た
め
に
、
岸
田
首
相
が

掲
げ
た
２
０
２
４
年
９
月
末
ま
で

の
憲
法
改
悪
を
阻
止
し
た
い
。
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・
Ｓ
）

■鉄道営業収入 対前年比

定期 定期外 合計

対前年度 108.2% 131.3% 124.7%
対２０１８年度 84.1% 90.8% 89.1%

年末手当

２０２２年度上半期                   
鉄道営業収入     （対２０１８年度）

２０２３年度上半期  
鉄道営業収入   （対２０１８年度）

124.7

10月 20日現在

支払い：支払い：12月５日まで12月５日まで  回答：  回答：11月14日まで11月14日まで

■ 業績大幅回復は現場の努力の結果！
　ＪＲ東労組は、社会活動が本格的に再開

しポストコロナ時代とも言われているな

か、系統問わず要員問題を抱えながら、安

全を第一に魅力の持てる職場の構築をめざ

してきています。また、激甚化する災害、

重大化する事故・事象や、各種施策や諸課

題の解決に向け職場現実を踏まえて向き合

い奮闘し続けてきました。

　ＪＲ東日本は7月28日、2024年3月期第1

四半期決算を発表しました。連結決算は増

収増益となり、営業収益は対前年112.9％

の6294億円増で3期連続の増収、全てのセ

グメントが増収増益となり、営業利益は対

前年199.0％の801億円となるなど、業績が

大幅に回復しています。また、単体の純資

産についても、対前年435億円増の1兆9239

億円まで回復しています。

　これらの結果は、コロナ後の社会活動の

本格的再開との外的要因だけではなく、コ

ロナ禍の厳しい時代を乗り切った組合員・

社員の日々のたゆまぬ努力の結果です。

■ 業績大幅回復と共に、一人ひとり
の働き度は年々高まっている！

　一方、現場の労働実態は「融合と連携」

で労働密度は高まり続けています。離職者

増だけでなく採用減などによって、要員不

足の問題を抱え、月の休日出勤が300件を

超える職場や、出面を確保するのも困難な

職場もあるなど、安全、健康、ゆとりのも

てない、生活設計も成り立たない厳しい現

実の中で奮闘を続けています。

　また、「組織の再編」に伴う施策が実施

され僅か1年で職場が廃止になり統合が進

められている現実や、運輸区化の提案が廃

案となり新たな統括センター設置に向けた

提案がおこなわれるなど、前代未聞とも言

える施策の実施などにより、組合員・社員

が混乱している実態もあります。

■物価上昇に賃金が追い付かない！
　さらに、期末手当が生活給となっている

現実もあるなかで、3年間の期末手当がコ

ロナ禍前より低額支給となっていること

や、物価高によって家計を圧迫し続けてい

ます。3年ぶりのベースアップは実施され

ましたが、物価高に賃金の伸びが追いつか

ない状況が続き、生活が向上していないの

が実態です。

　今年度夏季手当等交渉では、コロナ禍を

乗り越え3期ぶりの黒字転換した努力に報

いるべきとして、特別手当の要求も含めて

鋭意議論してきましたが、回答は2.5 ヶ月

＋5万円でした。

　そのような経過から組合員からは「今、

提案されている成績率の見直しがされれ

ば、全体の月数ベースが下げられるので

は」「今こそ年間6ヶ月以上の水準に戻す

べき」などの声が出されています。

■ 低額に抑えられた夏季手当の悔し
さをバネに、年間6ヶ月以上の支
給を！

　コロナ禍以上の厳しい実態のなか、好調

な業績に繋げた日々のたゆまぬ努力に報

い、組合員・社員と家族の生活を守る観点

とモチベーション維持・向上の実現が、人

材の定着・確保に必須のため、10月19日に

本部は申7号「2023年度年末手当に関する

申し入れ」を本社に提出しました。

　要求実現には、組合員だけでなく未加入

者の声を含めた職場での議論、職場からの

創意工夫したたたかいが必要不可欠です。

本部は職場と共に精力的に交渉にのぞんで

いきます。全職場から議論を積み重ね、満

額を勝ち取ろう‼

３３..７７ヶ月ヶ月要求！要求！基準内基準内
賃金の賃金の３.７ヶ月要求！

2023年度年末手当に関する申し入れ2023年度年末手当に関する申し入れ
年間６ヶ月以上の期末手当を勝ち取るために！年間６ヶ月以上の期末手当を勝ち取るために！


